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＜添付資料＞ 

 

・ 講師からの当日配布資料｢改正パート労働法について｣ 

・ 改正後の「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（平成５年

法律第７６号）（平成２０年４／１施行の条文） 

・ 官報（平成１９年１０月１日号外第２２７号）より、「短時間労働者の雇用管

理の改善等に関する法律施行規則の一部を改正する省令」（平成１９年

厚生労働省令第１２１号）及び「事業主が講ずべき短時間労働者の雇用

管理の改善等に関する措置等についての指針」（平成１９年厚生労働省

告示第３２６号） 

・ 「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法

律の施行について」（基発第１００１０１６号、職発第１００１００２号、能発

第１００１００１号、雇児発第１００１００２号） 
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改正パート労働法について

ビジネス・レーバー・トレンド研究会

平成19年7月11日（水）

厚生労働省雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課

富 田 望

正規雇用者と非正規雇用者の推移

○ 正規雇用者数は近年減少傾向（ただし直近では増加）。
○ 一方、非正規雇用者数は、若年層を中心に一貫して増加。

現在、非正規雇用者の雇用者全体に占める割合は、概ね３人に１人 （H18年平均 33.0％）。
○ こうした非正規雇用の増加は、経済･産業構造の変化や価値観の多様化など、企業と労働者双

方のニーズによりもたらされているもの。
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（資料出所） 2000年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（２月調査）、2005年は総務省「労働力調査（詳細集計）」（年平均）による。

（注） 雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
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2

非正規雇用増加の社会的影響

非正規雇用増加の社会的影響として、社会全体としての人的資本の蓄積の弱体化、②少子化（晩婚化・非
婚化）の加速）が懸念。
① 正規雇用者と非正規雇用者との間では、職業能力開発機会に格差がある。
② 非正規雇用では正規雇用に比べ有配偶率も低い（若年男性）。
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（資料出所）総務省「就業構造基本調査」を労働政策担当参事
官室にて特別集計。

（注）在学者を除く。

（注）「パート・アルバイト就業者等」とは、パート・アルバイト就
業者と、無業者のうちパート・アルバイトでの就業を希望する者
の合計。（資料出所）（独）労働政策研究・研修機構「多様化する就業形態の下での人事

戦略と労働者の意識に関する調査」（平成18年７月）のデータを基に
労働政策担当参事官室にて仮集計。

有配偶者の占める割合（男性 2002年）教育訓練の実施状況
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女性雇用者中パート労働者の占める割合

雇用者総数中パート労働者の占める割合

○ パート労働者は近年著しく増加し、平成18年には約1,205万人。

○ 雇用者総数（5,353万人)の22.5％を占める。

○ パート労働者の約７割が女性。男性のパート労働者も増加。

○ 15～24歳の雇用者の約４割がパート労働者として働いている。

○ 基幹的役割を担うパート労働者も増加。

パート労働者：週間就業時間が35時間未満の雇用者(非農林業） 資料出所：労働力調査（総務省）

パート労働者数・割合の推移 －非農林業－

3
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①（平成17年調査）

②（平成13年調査）

「パート」としての働き方を選んだ理由別割合（複数回答） （％）

○パート労働者が「パート」としての働き方を選んだ理由（複数回答）として、「自分の都合のよい時間（日）に
働きたいから」、「勤務時間・日数が短いから」がそれぞれ４割と多い一方、「家事・育児の事情で正社員と
して働けないから」、「正社員として働ける会社がないから」もそれぞれ約３割に達する。

（資料出所） ①(財)21世紀職業財団）「平成17年パートタイム労働者実態調査」
②厚生労働省「平成13年パートタイム労働者総合実態調査」 4

5

○「正社員とほとんど同じ仕事に従事する非正社員」が「いる」事業所は６割。
○「正社員とほとんど同じ仕事に従事する非正社員」が３年前と比べ「増加している」事業所は４割、「変わら

ない」事業所が約５割。

正社員とほとんど同じ仕事に従事する非
正社員は３年前に比べ増加しているかど

うか（事業主回答）

※正社員とほとんど同じ仕事に従事する非正社員が「多数いる」、「一部いる」

と回答した事業所（60.3%）の回答

60.3%

多数（事業所の
従業員のうち半

数以上）いる
10.9%

無回答
2.8%

一部いる
49.4%

いない
36.9%

変わらない
48.4%

無回答
0.6%

減少している
7.4%

わからない
0.2%

増加している
43.4%

正社員とほとんど同じ仕事に従事す
る非正社員がいるかどうか（事業主

回答）

※「非正社員」の定義：派遣社員と職場内の請負社員を除く、契約社員、
嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイマー

（資料出所）(独)労働政策研究・研修機構「平成17年多様化する就業形態の下での人事戦略と労働者の意識に関する調査」
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パート労働を巡る問題

○ 一般労働者の１時間当たりの所定内給与額を１００とすると、
男性パート労働者は男性一般労働者の５２．５、女性パート労働者は女性一般労働者の６９．０。

○ 勤続年数を重ねても賃金にほとんど反映されない。
○ 職務、人材活用の仕組み等が同じであるにもかかわらず、賃金に格差。

1,512

1,623
1,727

2,601

1,184
1,242

1,310

1,453

1,742

1,006

1,989

1,410

1,185 1,224

1,428

1,115
1,030980

1,148

971970899
926 948

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

0 年 1～2年 3～4年 5～9年 10～14年 15年以上

勤続年数別賃金カーブ（時給）

一般労働者（男性）

一般労働者（女性）

パート（男性）

パート（女性）

（勤続年数）

（円）

（資料出所）厚生労働省「平成17年賃金構造基本統計調査」を特別集計。

平均勤続年数

一般労働者（男性）：13.4年

一般労働者（女性）：8.7年

パート（男性）：3.7年

パート（女性）：5.0年

職務と人材活用の仕組み・運用が正社員とほとんど同じパートの正社員と比べた賃金水準

（資料出所）(財)21世紀職業財団「平成17年パートタイム労働者実態調査」
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○ 労働条件の明示方法について、「労働条件通知書・労働契約書等書面を交付」し明示している

事業所が８割を占める一方、１割以上の事業所が「口頭で説明している」。
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労働条件の明示方法
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１.総務省「労働力調査特別調査」(1990-2001年）、

「労働力調査((詳細結果)」(2002-2004年)により作成。
２.｢労働力調査特別調査」は各年２月の調査結果による。
３.「労働力調査（詳細結果）」は年平均値である。
４.対象は、前職を離職してから現職に就くまでの期間が１
年以下の者である。

５.前職の雇用形態ごとの転職後の雇用形態の割合の推移。
６.「正規」は「正規の職員・従業員」、「非正規」は役員を
除く雇用者から「正規の職員・従業員」を除いた内訳の
合計をそれぞれ示す。

正規から正規
非正規から非正規

正規から非正規
非正規から正規

転職前後の雇用形態比較（％）

（年）

○ 非正規から正規へ転職した人の割合は９０年代前半と比べ減少している一方、正規から非正規へ転職し

た人の割合は倍増。
○ パート労働者パート労働者から正社員への転換制度を導入している事業所は平成17年調査では、

５割未満で平成13年調査と比較しても進展していない。

（資料出所）内閣府「平成１７年版 国民生活白書」

正社員への転換制度の導入状況

（資料出所） ①厚生労働省「平成13年パートタイム労働者総合実態調査」
②(財)21世紀職業財団）「平成17年パートタイム労働者実態調査」
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9

2005年までは総務省「労働力調査」、2010年以降は厚生労働省職業安定局推計（2005年7月）
（注）・労働市場への参加が進まない場合：性、年齢別の労働力人口比率が2004年と同じ水準で推移すると仮定。

〃 進む場合：１）次の全ての対策が講じられることを前提としている。 ・高齢者の雇用機会が高まるケース
・女性の能力活用及び仕事と生活の両立が進むケース ・若年の就業が進むケース

２）労働時間については、正社員について2030年に174時間（４分の１の人が160時間に短縮と仮定）、
パート労働者について2030年に121時間（現状程度の104.3時間、140時間、120時間という人が同じ割合に
なると仮定）となるようにして、直線補完を行った。

530万人減6,037
5,835

5,597

6,640 6,535 6,411 6,277
6,1096,237

6,448

1,050万人減

5,153
5,323

5,650
5,963

6,384
6,666 6,766 6,650

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

○今後の労働力人口比率が2004年（平成16年）の水準で推移すると仮定した上で、高齢者、女性、
若年者の労働市場への参加促進のための対策を講じない場合は、2010年から2030年にかけて
1,050万人減と見込まれるが、各種対策を講じ労働市場への参加が進む場合は、2010年から
2030年にかけて530万人減の程度に押さえることが可能と推計されている。

（平成18年版「労働経済の分析」より）

（資料出所）
厚生労働省「平成18年版 労働経済の分析」

労働力人口の推移と見通し

推計値実績値
労働市場への参加が進む場合

労働市場への参加が進まない場合
(万人）

1970 75 85 90 95 200080 05 10 15 20 25 2030 (年）

- 43 - 



10

第４章 安全・安心の確保と柔軟で多様な社会の実現
２. 再チャレンジ支援

（１）人生の複線化による柔軟で多様な社会の仕組みの構築

（働き方の複線化）

（中略）

・ 有期労働契約を巡るルールの明確化、パート労働者への社会保険の適用拡大や均衡処遇の推進等の問題に
対処するための法的整備等や均衡ある能力開発等の取組を進め、正規・非正規労働者間の均衡処遇を目指す。

◆「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」(抄) (閣議決定） (平成18年7月7日)

質問：中川自由民主党幹事長

「正規、非正規雇用の均衡処遇に向けた総理の御決意を伺う。」

答弁：安倍内閣総理大臣
「均衡処遇や能力開発等を進めるためのパート労働法の改正など、正規、非正規労働者間の均衡処遇の

実現に向け、法的整備を含めた検討にしっかりと取り組んでまいる決意」

◆第１６５回臨時国会の代表質問における安倍内閣総理大臣の答弁(平成18年10月2日)

安倍内閣総理大臣

「パートタイム労働法など、再チャレンジ支援を具体化するための法的整備についても、来年の通常国会に

法案を提出できるよう御尽力いただきたい。」

◆11月30日開催の経済財政諮問会議における厚生労働大臣に対する総理指示

11

１．法律の目的（第１条） 
短時間労働者について、その適正な労働条件の確保及び教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の改善に関する措置、職業能力の向上に関

する措置などを講じることによって、その福祉を増進すること。 

２．対象となる短時間労働者（第２条） 
１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労働者。 

３．事業主等の責務（第３条） 
事業主は、その雇用する短時間労働者について、その就業の実態、通常の労働者との均衡などを考慮して、適切な労働条件の確保及び教育訓練の実施、

福利厚生の充実その他の雇用管理の改善を図るために必要な措置を講じ、短時間労働者がその有する能力を有効に発揮することができるように努めなけ

ればならない。 

４．労働条件の文書による明示（第６条） 
事業主は、短時間労働者を雇い入れたときは、一定の事項について、速やかに、当該短時間労働者に対して、労働条件に関する事項を明示した文書を

交付するように努めなければならない。 

５．就業規則の作成の手続（第７条） 
事業主は、短時間労働者に係る事項について就業規則を作成・変更しようとするときは、当該事業所の短時間労働者の過半数を代表すると認められる

ものの意見を聴くように努めなければならない。 

６．パートタイム労働指針（第８条） 
厚生労働大臣は、事業主が講ずべき適正な労働条件の確保及び雇用管理の改善のための措置に関し、その適切かつ有効な実施を図るため、必要な指針

を定める。 

７．短時間雇用管理者（第９条） 
事業主は、短時間労働者を常時省令で定める数（１０人）以上雇用する事業所ごとに、短時間雇用管理者を選任するように努めなければならない。 

８．報告の徴収、助言・指導・勧告（第１０条） 
厚生労働大臣・都道府県労働局長は、短時間雇用者の適正な労働条件の確保及び雇用管理の改善を図るために必要と認めるときは、事業主に対して、

報告を求め、又は助言・指導・勧告をすることができる。 

パートタイム労働法の概要
（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律・平成５年法律第７６号）
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パート労働法の対象となるパート労働者

○１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常

の労働者の1週間の所定労働時間に比べて短い労働者

つまり、「パート」と呼ばれていても、フルタイムで働いてい
る者（いわゆる「フルタイムパート」）は法律の対象外。

しかし、企業の雇用管理の実態からすると、パート労働法
の趣旨が適用されることが望ましい。

13

労働者保護法令の遵守、及び就業の実態、通常
の労働者との均衡等を考慮した処遇

１ 適正な労働条件の確保

労働条件の明示、就業規則の整備 等
賃金、賞与及び退職金については、その就業の実態、
通常の労働者との均衡を考慮して定めるよう努める。

２ 教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管
理の改善

教育訓練の実施、福利厚生施設の利用、通常の労働
者への応募機会の付与等、転換に関する条件の整備
等

３ 職務の内容、意欲、能力、経験、成果等に応じた処
遇に係る措置の実施

４ 労使の話合いの促進のための措置の実施
処遇に関する説明、意見聴取機会の確保、苦情処理

５ 短時間雇用管理者の選任

すべての短時間労働者

職務が通常の労働者と同じ短時間労働者

人材活用の仕組み、運用等が
通常の労働者と実質的に異ならない

短時間労働者

通常の労働者と処遇の決定方法を合わせる
等の措置を講じた上で当該短時間労働者の意
欲、能力、経験、成果等に応じて処遇すること
により、通常の労働者との均衡の確保を図る

「処遇の決定方法を合わせる」とは、賃金等の処遇の
決定方法を同じにすることであり、例えば、賃金につい
ては通常の労働者と短時間労働者で同じ体系の賃金
表を適用すること、支給基準、査定や考課の基準、支払
形態を合わせることである。

通常の労働者と異な
る程度を踏まえつつ、
その意欲、能力、経験、
成果等に応じた処遇に
係る措置等を講ずるこ
とにより、通常の労働
者との均衡を図る

パート労働指針上求められている短時間労働者に対する措置
第65回労働政策審議会
雇用均等分科会（H18.10.10）

提出資料

（注）赤字はパート労働法上も規定が置かれている。

※ このほか、所定労働時間が通常の労働者とほとんど同じであり、同様の就業の実態にある短時間労働者については、
通常の労働者としてふさわしい処遇をするよう努めるものとされている。
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パートタイム労働法*の一部を改正する法律（平成19年法律第72号）の概要
（＊「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」）

少子高齢化、労働力人口減少社会において、短時間労働者がその有する能力を一層有効に発揮すること
ができる雇用環境を整備するため、短時間労働者の納得性の向上、通常の労働者との均衡のとれた待遇の
確保、通常の労働者への転換の推進を図る等のための所要の改正を行う。

１ 労働条件の文書交付・説明義務
労働条件を明示した文書の交付等の義務化（過料あり）等

２ 均衡のとれた待遇の確保の促進（働き・貢献に見合った公正な待遇の決定ルールの整備）
（１）すべてのパート労働者を対象に、通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保措置の義務化等
（２）特に、通常の労働者と同視すべき短時間労働者に対しては、差別的取扱いの禁止

３ 通常の労働者への転換の推進
通常の労働者への転換を推進するための措置を義務化

４ 苦情処理・紛争解決援助
（１）苦情を自主的に解決するよう努力義務化
（２）行政型ＡＤＲ（調停等）の整備

５ 事業主等支援の整備
短時間労働援助センターの事業の見直し（事業主等に対する助成金支給業務に集中）

公正な待遇の実現
労働生産性の上昇

施行期日 平成20年4月1日施行（ただし、５に関しては平成19年7月1日施行）

就業形態の多様化の進展に対応した共通の職場ルールの確立

15

労働条件の文書交付・説明義務

現状・課題

○ 多様な働き方であるゆえに個々の労働者の労働条件が不明確となり、相談事例が多いほか、待遇の
決定理由が不明であるために、その待遇について不満を持つ者が多い。

○ 労働条件の明示、待遇の説明をすることにより、納得性を向上させることが必要。

現 行 改 正 後

労働条件の文書交付による明示（努力義務）

労働基準法で文書交付を義務づけるもののほか、
昇給、退職手当、賞与、安全衛生、職業訓練など
に関する事項について文書の交付により明示す
るように努める

労働条件の文書交付等による明示（義務化）

○ 労働基準法の義務に加え、
昇給、退職手当、賞与の有無につき文書の
交付等による明示を義務化

→違反の場合は過料（10万円）

○ その他安全衛生、職業訓練等に関する事項は
引き続き努力義務

待遇についての説明（義務化）

○ 待遇の決定に当たって考慮した事項の説明
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均衡のとれた待遇の確保の促進

◎ ◎

－○△○

－○△－△

－

◎◎◎全雇用期間
を通じて同じ

無期ｏｒ反復
更新により
無期と同じ

契約期間人材活用の
仕組み（人事
異動の有無
及び範囲）

職務（仕事
の内容及
び責任）

－異なる

－異なる

－一定期間は
同じ

異なる

同じ

同じ

同じ

【短時間労働者の態様】

通常の労働者と比較して、

④ 職務も異なる者

③ 職務が同じ者

② 職務と人材活用の仕組みが同じ者

△

△

－○△○－□

◎

① 同視すべき者

左以外のも
の（慶弔見
舞金の支給、
社宅の貸与
等）

健康の保持
又は業務の
円滑な遂行
に資する施
設の利用

左以外のも
の（ステップ
アップを目
的とするも
の）

職務遂行
に必要な能
力を付与す
るもの

左以外の賃金

・退職金

・家族手当

・通勤手当等

職務関連賃金

・基本給

・賞与

・役付手当等

福利厚生教育訓練賃 金

現状・課題

○ 短時間労働者の基幹化を背景として、通常の労働者と同じ仕事を行っているにもかかわらず、その働きに見合った
待遇がなされない等の不満が高まっている。

○ 働きに見合った公正な待遇の決定ルールを作り、通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保を図ることが必要。

◎･･･短時間労働者であることによる差別的取扱いの禁止 ○・・・実施義務・配慮義務
□・・・同一の方法で決定する努力義務 △・・・職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務

17

差別的取扱いの禁止

規定の内容

○ 差別的取扱いの禁止
短時間労働者であっても、その働き方が正社員と同視できる状態となっている者については、

その待遇について、短時間労働者であることを理由とした差別的取扱いを禁止する

例：町工場の製造ラインで働くパート
・ 正社員と同じ製造ラインに配置されており、品質管理等を正社員と同様に行っている
・ 人事異動や昇進はなく、正社員もその雇用期間の全期間を通じて、ない
・ 契約の自動更新を繰り返している
【待遇の例】

（基本給） 正社員は1時間当たりに換算すると¥1000の月給制であるのに対して、パートは時給¥800である

（賞 与） 正社員のみに賞与が支給されている

（基本給）→パートも正社員と同じく、 1時間当たり¥1000の月給制とする（同一労働・同一賃金）

※ ただし、その能力や職務の成果等に応じた評価に基づいて、結果的に差が生じることはありうる
（賞 与）→パートも支給対象とする

適用事例

事業主は、このパートについて以下のような待遇の改善を図らなければならない
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（１） 短時間労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力、経験等のいずれかを勘案して、
決定するよう努める （全ての短時間労働者が対象）

（２） 特に、次の要件を満たす短時間労働者については、賃金の決定方法を通常の労働者と
同一にするよう努める

・ 通常の労働者と職務が同じ
・ 事業所で雇用される期間中一定の期間は、通常の労働者と同一の範囲での職務の内容・配置の変更が

見込まれる

規定の内容

均衡のとれた待遇の確保 ①賃金

（１）の例：コールセンターのオペレーターパート
・ オペレーターはパートのみであり、職務の変更はない
・ 新人もベテランもすべて時給¥800である

適用事例

（２）の例：販売店の販売職パート
・ 正社員と同じ上級販売職であり、部門リーダーやマネー

ジャーへの道が開かれている
・ 正社員の基本給は職能給＋歩合制であるのに対し、

パートは一律時給である

規定が適用されると

「経験」の違いを勘案し、

新人は¥800
ベテランは¥850 とした

決定方法を同一にし、職能給＋歩合制とした

19

均衡のとれた待遇の確保 ②教育訓練

（１） 最低限必要な教育訓練（職務の遂行に必要な能力を付与するためのもの）
→同じ職務に従事する短時間労働者に対する実施義務

（２） その他、ステップアップのための教育訓練など、実態に応じた実施が望ましいもの
→短時間労働者の職務の内容、職務による成果、意欲、能力、経験等に応じた実施に努める

（全ての短時間労働者が対象）

規定の内容

（１）の例：
パートが経理事務に就いている場合に、必要な簿
記研修を実施していない

経理事務パートに対しても、簿記研修に参加する

機会を与える

一定の能力を有する場合には、納品・発注管理
事務研修に参加する機会を与える

規定が適用されると

適用事例

（２）の例：
経理事務に就いているパートが、納品・発注管理事
務にステップアップしたいと考えている
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均衡のとれた待遇の確保 ③福利厚生

○ 業務の遂行に直接関係のある施設の利用
→次の施設について、通常の労働者に対して利用の機会を与える場合は、

短時間労働者に対しても利用の機会を与える配慮義務（全ての短時間労働者が対象）
・ 健康の保持に資するもの（給食施設、休憩室）
・ 業務の円滑な遂行に資するもの（更衣室）

規定の内容

例：正社員のみが給食施設を利用できる

適用事例

パートも利用できることとする

規定が適用されると

21

通常の労働者への転換の推進

○ 短時間労働者の一部は、非自発的に短時間労働者となっている者であるにもかかわらず、一度短時間
労働者として就職すると、希望にかかわらずその働き方が固定化してしまう。

○ 意欲のある者は、通常の労働者へ転換できるような機会をつくることが必要。

現状・課題

○ 事業主は、通常の労働者への転換を推進するための措置を講じなければならないこととする

（例）
・ 当該事業所の外から通常の労働者を募集する場合には、

その雇用する短時間労働者に対して当該募集に関する情報の周知を行う

・ 社内公募として、短時間労働者に対して、通常の労働者のポストに応募する機会を与える

・ 一定の資格を有する短時間労働者を対象として試験制度を設ける等、転換制度を導入する等

通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずる

改正内容
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苦情処理・紛争解決援助

現状・課題

○ 「公正な待遇の決定ルール」の担保として、
・ 事業所内で苦情を自主的に解決するよう努めることとするほか、
・ 均衡待遇等に関する紛争の解決手段として、行政型ＡＤＲ※（調停等）を整備することが必要。

○ 事業主は、苦情の自主的な解決を図るよう
努めることとする

○ 紛争解決援助の仕組みとして、都道府県労
働局長による助言・指導・勧告、紛争調整委員
会による調停の対象とする

○対象となる苦情・紛争：
事業主が措置しなければならない事項
労働条件の明示、差別的取扱い、教育訓練、福利厚生施設、
通常の労働者への転換、待遇の説明に関する事項

労働者 紛争

事業所内における自主的解決

紛争解決援助の対象とすべき事案

紛争調整委員会
都道府県労働
局長による
助言・指導・勧告

調停委員による
調停・調停案の
受諾勧告

事業主
事
業
所

都
道
府
県
労
働
局

紛争解決の流れ〈苦情解決〉

〈紛争解決援助＝行政型ADR〉

改正内容

※ADR・・・Alternative Dispute Resolution：裁判外紛争処理手続 の略

23

その他留意すべき事項

• 改正法を契機として、正社員の労働条件を合理
的理由なく一方的に不利益に変更するようなこと
は、およそ法的に許されないこと。

• パート労働法に定められたことは最低限のルー
ルの設定であり、労使の話し合いによりこれを上
回るルールの設定がなされることは望ましいこと。

• パート労働指針の改定は、遅くとも年内に告示さ
れる予定であること。
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短
時
間
労
働
者
の
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
十
九
年
五
月
二
十
四
日

参
議
院
厚
生
労
働
委
員
会

政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
べ
き
で
あ
る
。

一
、
本
法
の
内
容
に
つ
い
て
、
事
業
主
、
労
働
者
等
に
対
す
る
周
知
徹
底
に
努
め
る
と
と
も
に
、
均
等
・

均
衡
待
遇
の
確
保
の
た
め
に
と
る
べ
き
措
置
等
に
つ
い
て
具
体
的
か
つ
わ
か
り
や
す
い
事
例
を
示
す

等
、
事
業
主
に
対
す
る
指
導
を
行
う
こ
と
。
特
に
、
差
別
的
取
扱
い
禁
止
の
対
象
と
な
る
短
時
間
労

働
者
の
要
件
に
つ
い
て
は
、
雇
用
の
実
態
を
踏
ま
え
、
労
使
双
方
に
と
っ
て
公
正
な
運
用
が
行
わ
れ

る
よ
う
十
分
配
慮
し
つ
つ
、
そ
の
範
囲
が
明
確
と
な
る
よ
う
、
判
断
に
当
た
っ
て
必
要
と
な
る
事
項

等
を
示
す
こ
と
。
ま
た
、
短
時
間
労
働
援
助
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
助
成
金
の
支
給
等
に
よ
り
、
事
業
主

に
対
し
、
十
分
な
支
援
に
努
め
る
こ
と
。

二
、
短
時
間
労
働
者
と
通
常
の
労
働
者
と
の
均
等
・
均
衡
待
遇
の
確
保
を
更
に
進
め
る
た
め
、
参
考
と
な

る
先
進
的
な
雇
用
管
理
事
例
の
ほ
か
、
職
務
分
析
の
手
法
や
比
較
を
行
う
た
め
の
指
標
（
モ
ノ
サ

シ
）
に
つ
い
て
内
外
の
情
報
を
収
集
す
る
と
と
も
に
、
事
業
主
に
対
し
、
そ
れ
ら
を
提
供
す
る
こ
と

に
よ
り
、
そ
の
取
組
を
支
援
す
る
こ
と
。

三
、
法
の
実
効
性
を
高
め
る
観
点
か
ら
、
都
道
府
県
労
働
局
の
雇
用
均
等
室
に
お
い
て
は
、
事
業
主
に
対

す
る
報
告
徴
収
を
は
じ
め
と
す
る
行
政
指
導
の
強
化
や
調
停
の
活
用
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
本
法
の

円
滑
な
施
行
を
図
る
た
め
、
都
道
府
県
労
働
局
の
雇
用
均
等
室
等
に
つ
い
て
、
専
門
家
の
配
置
を
含

め
た
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。

四
、
い
わ
ゆ
る
フ
ル
タ
イ
ム
パ
ー
ト
（
所
定
労
働
時
間
が
通
常
の
労
働
者
と
同
じ
で
あ
る
有
期
契
約
労
働

者
）
に
つ
い
て
も
本
法
の
趣
旨
が
考
慮
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
広
く
周
知
し
、
都
道
府
県
労
働

局
に
お
い
て
、
相
談
に
対
し
て
適
切
に
対
応
す
る
こ
と
。
ま
た
、
我
が
国
に
お
け
る
短
時
間
労
働
者

の
多
く
は
、
労
働
時
間
が
短
い
こ
と
に
加
え
、
有
期
労
働
契
約
に
よ
る
問
題
が
多
い
実
態
を
踏
ま
え
、

有
期
契
約
労
働
者
と
通
常
の
労
働
者
と
の
均
等
・
均
衡
待
遇
の
確
保
を
進
め
る
た
め
、
有
期
契
約
労

働
者
に
関
わ
る
問
題
を
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
。

五
、
正
社
員
の
労
働
条
件
に
つ
い
て
、
本
法
を
契
機
と
し
て
合
理
的
理
由
の
な
い
一
方
的
な
不
利
益
変
更

を
行
う
こ
と
は
法
的
に
許
さ
れ
な
い
こ
と
を
周
知
す
る
と
と
も
に
、
事
業
主
に
対
し
て
適
切
に
指
導

を
行
う
こ
と
。

六
、
長
時
間
労
働
が
常
態
化
し
て
い
る
男
性
正
社
員
の
働
き
方
の
見
直
し
を
含
め
、
短
時
間
労
働
者
と
通

常
の
労
働
者
の
双
方
に
お
い
て
、
仕
事
と
生
活
の
調
和
の
実
現
に
向
け
、
仕
事
と
家
庭
の
両
立
が
し

や
す
い
職
場
環
境
の
整
備
を
進
め
る
こ
と
。
あ
わ
せ
て
、
短
時
間
正
社
員
制
度
が
社
会
的
に
定
着
す

る
よ
う
一
層
の
取
組
に
努
め
る
こ
と
。

七
、
昭
和
六
十
一
年
度
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
百
三
万
円
を
境
と
す
る
所
得
の
逆
転
現
象
が
解
消
さ
れ
て

い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
今
な
お
、
就
業
調
整
が
相
当
数
の
短
時
間
労
働
者
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い

る
現
状
に
か
ん
が
み
、
誤
解
に
基
づ
く
就
業
調
整
が
行
わ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
短
時
間
労
働
者

や
事
業
主
な
ど
に
対
す
る
現
行
税
制
に
つ
い
て
の
周
知
徹
底
に
努
め
る
こ
と
。

八
、
正
社
員
以
外
の
あ
ら
ゆ
る
労
働
者
の
処
遇
の
改
善
を
図
る
た
め
、
そ
の
労
働
条
件
及
び
雇
用
管
理
状

握
を
行
う
こ
と
。

況
の
実
態
把

右
決
議
す
る
。

25

ご静聴ありがとうございました。
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